
個別企業の枠組みにとらわれない
安全対策の検討・推進の受け皿と
して、「震災復旧・復興工事安全
推進本部」を設置し、国の方針を
踏まえ、建設業界が協力しあって
実施すべき事項等について検討を
行う。

【構成メンバー】

【プロジェクトの概要】

１ 関係発注機関や関
係元方事業者等が参
画するエリア別での
「安全衛生協議体制」
の確立
（例）①工程等の情報共

有、②隣接工区間の
連絡調整、③資材搬
入ルートの統一等

２ 広域かつ大規模な
震災復旧・復興工事
の実施に伴う異業種
からの労働者の参入
増加等を踏まえた安
全衛生教育の徹底

３ 震災復旧・復興工
事の状況に応じた適
切な施工計画、作業
計画に基づく工事の
安全な実施
（例）震災復旧・復興工

事に伴う作業特有の
問題点の把握とその
対策の検討

※ 各被災地における震災復旧・復興工
事の実情を最もよく知る「建設事業者
の労務安全担当責任者」

各被災地における工事の安全な実施
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対応すべき課題(案)

東日本大震災復旧・復興工事安全プロジェクト
～一日も早く、復旧・復興を安全に成し遂げる～

○ 岩手、宮城、福島を中心に広範
囲に亘る甚大な被害（建築物、土
木構造物、インフラ）を早期に復
旧・復興させることが国家的な課題
となっている。

○ 輻輳して行われる各種工事や、
建設業に不慣れな労働者による就
業に伴う労働災害の発生が懸念さ
れる。
【※】阪神・淡路大震災では、震災復旧工

事における労働災害は、死亡者４０
人、死傷者９４４人

【問題意識】

○ 震災復旧・復興工事の安全な
実施に当たっては、国のリー
ダーシップのもと、建設業界が
個別企業の枠組を超えて協力し、
工事の進捗に合わせた対策を
「すきま」なく、強力に推進す
ることが必要不可欠

≪コンセプト≫
震災復旧・復興工事の「安全」な
実施は、日本が「元気」を取り戻す
ための第一歩

【プロジェクトのコンセプト】
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